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（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年２月期 65,695 － △4,804 － △5,004 － △5,523 －

2022年２月期 66,266 0.6 △6,648 － △6,802 － △7,142 －

（注）包括利益 2023年２月期 △5,444百万円 （－％） 2022年２月期 △7,112百万円 （－％）

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％
2023年２月期 △129.81 － － △12.0 △7.3
2022年２月期 △167.87 － △214.9 △15.6 △10.0

（参考）持分法投資損益 2023年２月期 △3百万円 2022年２月期 0百万円

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭
2023年２月期 40,250 △3,152 △7.8 △191.67
2022年２月期 43,318 2,281 5.2 △64.25

（参考）自己資本 2023年２月期 △3,157百万円 2022年２月期 2,266百万円

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

2023年２月期 △555 672 157 6,115
2022年２月期 △5,543 710 9,336 5,841

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2022年２月期 － 0.00 － 0.00 0.00 － － －

2023年２月期 － 0.00 － 0.00 0.00 － － －

2024年２月期（予想） － 0.00 － 0.00 0.00 －

１．2023年２月期の連結業績（2022年３月１日～2023年２月28日）

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期純損失であるため、記
載しておりません。

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当連結会計年度の期首から適用
しており、2023年２月期に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。そ
のため、売上高の対前期増減率は記載しておりません。

（２）連結財政状態

（注）１．当連結会計年度の「１株当たり純資産」については、当社が発行する普通株式と権利関係の異なる種類株式に
係る残余財産の分配額を控除して算定しております。

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当連結会計年度の期首から適用
しており、2023年２月期に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。

（３）連結キャッシュ・フローの状況

２．配当の状況

（注）上記「配当の状況」は、普通株式に係る配当の状況です。当社が発行する普通株式と権利関係の異なる種類株式
（非上場）の配当の状況については、後述の「種類株式の配当の状況」をご覧ください。



（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭
通期 66,000 0.5 △1,300 － △1,600 － △2,200 － △51.69

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2023年２月期 42,572,700株 2022年２月期 42,557,500株
②  期末自己株式数 2023年２月期 12,286株 2022年２月期 12,286株
③  期中平均株式数 2023年２月期 42,547,290株 2022年２月期 42,545,217株

（１）個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
2023年２月期 64,679 － △4,790 － △4,985 － △5,439 －
2022年２月期 65,292 0.6 △6,607 － △6,761 － △7,150 －

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭
2023年２月期 △127.85 －
2022年２月期 △168.07 －

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭
2023年２月期 39,929 △3,140 △7.9 △191.39
2022年２月期 43,079 2,298 5.3 △63.84

（参考）自己資本 2023年２月期 △3,145百万円 2022年２月期 2,284百万円

３．2024年２月期の連結業績予想（2023年３月１日～2024年２月29日）

※  注記事項
（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無

新規  －社  （社名）－、除外  －社  （社名）－

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示
①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更：有
②  ①以外の会計方針の変更              ：無
③  会計上の見積りの変更                ：無
④  修正再表示                          ：無
（注）詳細は、添付資料Ｐ．17「３．連結財務諸表及び主な注記（５）連結財務諸表に関する注記事項（会計方針

の変更）」をご覧ください。

（３）発行済株式数（普通株式）

（参考）個別業績の概要
2023年２月期の個別業績（2022年３月１日～2023年２月28日）

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期純損失であるため、記
載しておりません。

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当事業年度の期首から適用して
おり、2023年２月期に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。そのた
め、売上高の対前期増減率は記載しておりません。

（２）個別財政状態

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当事業年度の期首から適用してお
り、2023年２月期に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。

＜個別業績の前期実績値との差異理由＞

当社は当事業年度において、過剰在庫を削減し、在庫の適正化を進めたものの、売上総利益が悪化しました。しか

しながら、不採算店舗の閉鎖及び本社のコスト構造改革により販売費及び一般管理費を削減いたしました。その結

果、営業利益、経常利益及び当期純利益は、それぞれ前事業年度を上回りました。

※  決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判
断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前
提となる条件及び業績予想のご利用に当たっての注意事項等については、[添付資料]Ｐ．５「１．経営成績等の概況
（４）今後の見通し」をご覧ください。



Ａ種類株式
年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2023年２月期 － 0.00 － 0.00 0.00
2024年２月期（予想） － 0.00 － 0.00 0.00

種類株式の配当の状況

普通株式と権利関係の異なる種類株式に係る１株当たり配当金の内訳は以下のとおりです。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

　当連結会計年度（2022年３月１日～2023年２月28日）における我が国の経済は、新型コロナウイル

ス感染症拡大防止に伴う行動制限の緩和により、観光目的での入国制限緩和や全国旅行支援等、観光

支援策による経済活動の持ち直しが見られる一方、急激な円安影響による原材料費や物流費の高騰を

受け、食品・サービスを始め幅広い分野に広がる値上げ等、依然として先行き不透明な状況が続いて

おります。

　このような環境の中、当社グループにおいては、新型コロナウイルス感染症の影響により毀損した

自己資本の増強と安定した財務基盤による経営基盤の再構築を実現させるべく、当連結会計年度より

４カ年（2023年２月期～2026年２月期）の事業再生に取り組んでおります。

　初年度となる当連結会計年度においては、経営基盤の再構築を方針に掲げ、不採算事業・不採算店

舗の整理による足元の止血と、現状の厳しい環境下でも利益をあげている店舗の改装による、アスビ

ーブランド統一で、経営資源の集中を図り、確実な事業収益力の回復に向けた取り組みを進めてまい

りました。不採算事業・不採算店舗の整理では、今後利益が見込めないと判断した72店舗を退店、新

規出店及び店舗改装においては、アスビー天王町店（神奈川県）等、３店舗の新規出店と、アスビー

市川妙典店（千葉県）、アスビー板橋店(東京都)、アスビー茨木店（大阪府）等、32店舗の改装を実

施いたしました。アスビーブランド統一については、地域のお客さま情報に基づいた品揃えや接客販

売重視のオペレーション等により、改装前に対し好調な実績で推移しており、今後はこの成果をさら

に確実にかつ迅速に推進すべく、取り組みの加速化を図ってまいります。尚、これらの取り組みによ

り当連結会計年度末における当社グループの店舗数は711店舗となりました。（ジーフット単体では

704店舗）

　一方、既存店舗については、新型コロナ感染拡大防止に伴う行動制限緩和による客数の回復と、店

舗特性に応じて細分化させた品揃えによる売上拡大を計画いたしました。しかしながら、新型コロナ

第７波の影響等により客数が当初想定から大きく乖離、売上高減少による荒利高の減少を招く結果と

なりました。販売費及び一般管理費を、営業継続店舗の賃料減額や間接部門のコスト削減の取り組み

等により、前年同期実績より23億92百万円削減いたしましたが、荒利高の減少を補うまでには至りま

せんでした。このような状況を踏まえ、当社は、前期に策定した事業再生計画をさらに確実にかつ迅

速に推進し、また、財務基盤の安定化のため運転資金の確保を行うべく、2022年10月5日、当社よりイ

オン株式会社（以下、「イオン」という）に対して資金面や事業面の経営支援の要請を行い、イオン

と協議・交渉の結果、イオンより資金借入れを行うこととなりました。（詳細は、2023年２月17日付

「親会社からの資金の借入に関するお知らせ」をご参照下さい。）

　以上の結果、当連結会計年度の当社グループの業績は、売上高は656億95百万円、営業損失は48億４

百万円（前期は営業損失66億48百万円）、経常損失は50億４百万円（前期は経常損失68億２百万

円）、親会社株主に帰属する当期純損失は55億23百万円（前期は親会社株主に帰属する当期純損失71

億42百万円）となりました。

　なお、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会

計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。これに伴い、前連結会計年度

と収益の会計処理が異なることから、経営成績に関する説明において、売上高については増減額及び

前年同期比（％）を記載せずに説明しております。収益認識会計基準等の適用の詳細については、

「３．連結財務諸表及び主な注記（５）連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更）」をご覧

ください。
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商品別 売上高（百万円） 構成比（％）

婦人靴 12,327 18.8

紳士靴 7,594 11.5

スポーツ靴 24,951 38.0

子供靴 15,042 22.9

その他 5,779 8.8

合計 65,695 100.0

　当社グループはセグメント情報を記載しておりませんが、商品別売上状況は次のとおりでありま

す。

商品別売上状況

（２）当期の財政状態の概況

（資産の部）

　当連結会計年度末の総資産は、402億50百万円となりました。

　当連結会計年度末の流動資産は、352億54百万円となりました。

　これは主に売上預け金の増加４億73百万円及び現金及び預金の増加２億74百万円があったものの、

商品の減少23億28百万円により、前連結会計年度末と比較して13億91百万円の減少となりました。

　当連結会計年度末の固定資産は、49億95百万円となりました。

　これは主に敷金及び保証金の減少９億30百万円、建物及び構築物の減少３億48百万円、ソフトウエ

アの減少１億27百万円により、前連結会計年度末と比較し16億76百万円の減少となりました。

（負債の部）

　当連結会計年度末の負債は、434億２百万円となりました。

　これは主に短期借入金の減少44億50百万円があったものの、関係会社短期借入金の増加50億円、電

子記録債務の増加17億34百万円により、前連結会計年度末と比較して23億65百万円の増加となりまし

た。

（純資産の部）

　当連結会計年度末の純資産は、△31億52百万円となりました。

　これは主に利益剰余金の減少55億11百万円により、前連結会計年度末と比較して54億33百万円の減

少となりました。

　以上の結果、自己資本比率は△7.8％となりました。
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2019年２月期 2020年２月期 2021年２月期 2022年２月期 2023年２月期

自己資本比率（％） 39.3 33.3 10.0 5.2 △7.8

時価ベースの自己資本比率

（％）
48.1 40.4 38.6 29.6 30.2

キャッシュ・フロー対有利子

負債比率（年）
8.2 － － － －

インタレスト・カバレッジ・

レシオ（倍）
28.2 － － － －

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、61億15百万円と前連

結会計年度末から２億74百万円増加しました。

　なお、当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は、次のとおりで

あります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度において主に税金等調整前当期純損失52億28百万円の計上、売上債権の増加５億21

百万円、棚卸資産の減少23億36百万円、仕入債務の増加35億11百万円、利息の支払額２億12百万円及

び法人税等の支払額２億40百万円により、使用した資金は５億55百万円（前期比49億87百万円の支出

減）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度において主に敷金及び保証金の回収による収入６億37百万円により、得られた資金

は６億72百万円（前期比38百万円の収入減）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度において主に短期借入金の増加５億50百万円、長期借入れによる収入８億50百万円

及び長期借入金の返済による支出11億74百万円により、得られた資金は１億57百万円（前期比91億78

百万円の収入減）となりました。

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移

　 自己資本比率：自己資本／総資産

　 時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

　 キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

　 インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

（注）１．各指標はいずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

２．株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

３．キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。

４．有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負

債を対象としております。

５．2020年２月期、2021年２月期、2022年２月期及び2023年２月期のキャッシュ・フロー対有

利子負債比率及びインタレスト・カバレッジ・レシオは営業キャッシュ・フローがマイナ

スのため記載しておりません。
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（４）今後の見通し

　当社グループは、オミクロン変異株の感染拡大に伴い、2022年３月21日まで延長となったまん延防

止等重点措置や、その後の新型コロナ第７波の影響等による感染が爆発的に全国に拡大したことから

来店客数が大幅に落ち込み、厳しい販売状況が続いた結果、当第２四半期連結累計期間において営業

損失を計上し、2022年10月５日に2023年２月期連結業績予想の修正を公表しております。

　第３四半期以降、お客さまは戻りつつあるものの、新型コロナウイルスの収束については一定の期

間を要するものと考えられることから、2024年２月期におきましても、厳しい経営環境が続く見込み

であります。

　これらのことから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象及び状況が存在している

と認識しておりますが、当社グループは、当該状況を解消すべく、2024年２月期重点取り組みを確実

に実施することで業績回復に努めるとともに、資金調達面においても、当連結会計年度末の資金残高

の状況及び今後の資金繰りを検討した結果、取引金融機関による短期借入枠の確保に加えて、当社よ

り親会社であるイオンに対して資金面や事業面の経営支援の要請を行い、イオンとの間で協議・交渉

の結果、イオンより資金借入を行っており、当面の事業活動の継続性に懸念はないことから、継続企

業の前提に関する重要な不確実性は認められないものと判断しております。

　なお、2024年２月期重点取り組みは、以下のとおりであります。

１．2024年２月期の位置づけ

「成長戦略に向けた基礎固め」

2024年２月期は、前期に策定した事業再生計画をさらに確実にかつ迅速に推進し、より加速度

を上げて業績改善を図るため、「事業再生計画」を具体的でかつ実効性の高い「事業再生実行

計画」に落とし込み、着実に成果を上げる

２．2024年２月期重点取り組み

(１)ＭＤ構造改革

①業態（店舗屋号）起点だった品揃えを、お客さま・売場起点の統一品揃えに変える

②履き心地、デザイン、機能・品質、プライスにこだわったＰＢ商品の開発・展開

③商品在庫適正化によるサイズ欠品の撲滅（販売機会ロス減少、建値消化率改善）

④商品・サービスの良さを伝える情報発信(デジタルを活用した、来店を促す情報発信)

(２)事業構造改革

アスビーブランド統一の展開本格化、お客さまに信頼される地域１番店を作る

(３)組織・コスト構造改革

①現場起点の組織体制構築（店舗がより販売に専念できる体制作り）

②本社・店舗のデジタルシフト（本社・店舗定型業務の自動化・電子化による効率改善）

(４)ＥＣ事業の成長と拡大

オムニチャネル化の推進（ＥＣと店舗を繋げ、お客さま利便性向上、新規顧客獲得）

　以上の施策により、2024年２月期の連結業績予想につきましては、売上高660億円（前期は656億95

百万円）、営業損失13億円（前期は営業損失48億４百万円）、経常損失16億円（前期は経常損失50億

４百万円）、親会社株主に帰属する当期純損失22億円（前期は親会社株主に帰属する当期純損失55億

23百万円）を見込んでおります。
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（５）継続企業の前提に関する重要事象等

　当社グループは、オミクロン変異株の感染拡大に伴い、2022年３月21日まで延長となったまん延防

止等重点措置や、その後の新型コロナ第７波の影響等による感染が爆発的に全国に拡大したことから

来店客数が大幅に落ち込み、厳しい販売状況が続いた結果、当第２四半期連結累計期間において営業

損失を計上し、2022年10月５日に2023年２月期連結業績予想の修正を公表しております。

　第３四半期以降、お客さまは戻りつつあるものの、新型コロナウイルスの収束については一定の期

間を要するものと考えられることから、2024年２月期におきましても、厳しい経営環境が続く見込み

であります。

　これらのことから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象及び状況が存在している

と認識しておりますが、「（４）今後の見通し」に記載した2024年２月期重点取り組み事項を確実に

実施することで業績回復に努めるとともに、資金調達面においても、当連結会計期間末の資金残高の

状況及び今後の資金繰りを検討した結果、取引金融機関による短期借入枠の確保に加えて、当社は、

前事業年度に策定した事業再生計画をさらに確実にかつ迅速に推進し、また、財務基盤の安定化のた

め運転資金の確保を行うべく、2022年10月5日、当社よりイオンに対して資金面や事業面の経営支援の

要請を行い、イオンと協議・交渉の結果、2023年２月17日開催の取締役会において、イオンとの間で

資金の借入を行うことを決議し、イオンより資金借入を行っており、当面の事業活動の継続性に懸念

はないことから、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないものと判断しております。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

　当社は日本基準を適用しております。

　なお、国際会計基準の適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応していく方針

であります。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2022年２月28日)

当連結会計年度
(2023年２月28日)

資産の部
流動資産

現金及び預金 5,841 6,115
売掛金 230 277
売上預け金 1,227 1,701
商品 28,080 25,752
未収入金 927 1,109
その他 337 298
流動資産合計 36,645 35,254

固定資産
有形固定資産

建物及び構築物 5,134 4,193
減価償却累計額 △4,502 △3,909
建物及び構築物（純額） 632 284

機械及び装置 2 1
減価償却累計額 △2 △1
機械及び装置（純額） 0 0

工具、器具及び備品 2,217 1,975
減価償却累計額 △2,078 △1,883
工具、器具及び備品（純額） 139 92

土地 524 441
建設仮勘定 － 5
有形固定資産合計 1,296 823

無形固定資産
ソフトウエア 595 468
その他 36 32
無形固定資産合計 632 501

投資その他の資産
投資有価証券 4 1
長期前払費用 194 118
敷金及び保証金 4,478 3,547
繰延税金資産 66 2
その他 0 0
投資その他の資産合計 4,743 3,671

固定資産合計 6,672 4,995
資産合計 43,318 40,250

３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2022年２月28日)

当連結会計年度
(2023年２月28日)

負債の部
流動負債

支払手形 153 286
電子記録債務 5,094 6,829
買掛金 8,042 9,685
短期借入金 19,300 14,850
関係会社短期借入金 － 5,000
１年内返済予定の長期借入金 1,047 740
リース債務 65 66
未払費用 2,604 1,343
未払法人税等 376 381
契約負債 － 9
ポイント引当金 23 －
賞与引当金 194 214
役員業績報酬引当金 5 5
資産除去債務 81 132
その他 1,017 1,203
流動負債合計 38,007 40,748

固定負債
長期借入金 1,477 1,459
リース債務 97 31
退職給付に係る負債 246 130
資産除去債務 1,134 998
その他 73 34
固定負債合計 3,029 2,653

負債合計 41,036 43,402
純資産の部

株主資本
資本金 3,756 3,761
資本剰余金 8,587 8,592
利益剰余金 △9,940 △15,452
自己株式 △4 △4
株主資本合計 2,399 △3,102

その他の包括利益累計額
退職給付に係る調整累計額 △133 △54
その他の包括利益累計額合計 △133 △54

新株予約権 14 5
純資産合計 2,281 △3,152

負債純資産合計 43,318 40,250

- 8 -

㈱ジーフット （2686） 2023年２月期 決算短信



（単位：百万円）

 前連結会計年度
(自　2021年３月１日
　至　2022年２月28日)

 当連結会計年度
(自　2022年３月１日
　至　2023年２月28日)

売上高 66,266 65,695
売上原価 ※１ 38,904 ※１ 38,881
売上総利益 27,362 26,813
販売費及び一般管理費

広告宣伝費 898 770
販売手数料 394 292
販売促進費 1,453 1,184
役員報酬 94 85
給料及び手当 11,710 10,907
福利厚生費 2,674 2,443
退職給付費用 203 144
役員業績報酬引当金繰入額 5 5
賞与引当金繰入額 194 214
水道光熱費 448 495
消耗品費 410 424
賃借料 13,867 13,023
減価償却費 414 384
支払手数料 173 129
その他 1,065 1,113
販売費及び一般管理費合計 34,010 31,618

営業損失（△） △6,648 △4,804
営業外収益

受取利息 0 0
受取配当金 1 －
為替差益 － 2
持分法による投資利益 0 －
受取保険金 1 0
受取補償金 19 14
助成金収入 － 1
受取損害賠償金 4 －
その他 5 4
営業外収益合計 33 24

営業外費用
支払利息 180 216
持分法による投資損失 － 3
その他 6 4
営業外費用合計 187 224

経常損失（△） △6,802 △5,004

（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）
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（単位：百万円）

 前連結会計年度
(自　2021年３月１日
　至　2022年２月28日)

 当連結会計年度
(自　2022年３月１日
　至　2023年２月28日)

特別利益
固定資産売却益 ※２ 61 ※２ 194
投資有価証券売却益 0 －
子会社清算益 41 －
補助金収入 138 7
雇用調整助成金 22 24
特別利益合計 263 226

特別損失
投資有価証券売却損 3 －
減損損失 ※３ 270 ※３ 369
災害による損失 － ※４ 46
店舗閉鎖損失 89 35
臨時休業等関連損失 ※５ 19 －
特別損失合計 382 450

税金等調整前当期純損失（△） △6,921 △5,228
法人税、住民税及び事業税 235 231
法人税等調整額 △14 63
法人税等合計 220 294
当期純損失（△） △7,142 △5,523
親会社株主に帰属する当期純損失（△） △7,142 △5,523
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（単位：百万円）

 前連結会計年度
(自　2021年３月１日
　至　2022年２月28日)

 当連結会計年度
(自　2022年３月１日
　至　2023年２月28日)

当期純損失（△） △7,142 △5,523
その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 0 －
為替換算調整勘定 △34 －
退職給付に係る調整額 63 78
その他の包括利益合計 ※ 29 ※ 78

包括利益 △7,112 △5,444
（内訳）
親会社株主に係る包括利益 △7,112 △5,444
非支配株主に係る包括利益 － －

（連結包括利益計算書）
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（単位：百万円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 3,756 3,587 △2,798 △4 4,541

当期変動額

新株の発行 2,500 2,500 5,000

親会社株主に帰属する
当期純損失（△）

△7,142 △7,142

資本金から剰余金への
振替

△2,500 2,500 －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 － 5,000 △7,142 － △2,142

当期末残高 3,756 8,587 △9,940 △4 2,399

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計その他有価
証券評価差
額金

為替換算調
整勘定

退職給付に
係る調整累
計額

その他の包
括利益累計
額合計

当期首残高 △0 34 △196 △162 14 4,393

当期変動額

新株の発行 5,000

親会社株主に帰属する
当期純損失（△）

△7,142

資本金から剰余金への
振替

－

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

0 △34 63 29 － 29

当期変動額合計 0 △34 63 29 － △2,112

当期末残高 － － △133 △133 14 2,281

（３）連結株主資本等変動計算書
前連結会計年度（自　2021年３月１日　至　2022年２月28日）
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（単位：百万円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 3,756 8,587 △9,940 △4 2,399

会計方針の変更による
累積的影響額

11 11

会計方針の変更を反映し
た当期首残高

3,756 8,587 △9,929 △4 2,410

当期変動額

新株の発行（新株予約
権の行使）

4 4 9

親会社株主に帰属する
当期純損失（△）

△5,523 △5,523

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 4 4 △5,523 － △5,513

当期末残高 3,761 8,592 △15,452 △4 △3,102

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計退職給付に
係る調整累
計額

その他の包
括利益累計
額合計

当期首残高 △133 △133 14 2,281

会計方針の変更による
累積的影響額

11

会計方針の変更を反映し
た当期首残高

△133 △133 14 2,292

当期変動額

新株の発行（新株予約
権の行使）

9

親会社株主に帰属する
当期純損失（△）

△5,523

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

78 78 △9 68

当期変動額合計 78 78 △9 △5,444

当期末残高 △54 △54 5 △3,152

当連結会計年度（自　2022年３月１日　至　2023年２月28日）
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（単位：百万円）

 前連結会計年度
(自　2021年３月１日

　至　2022年２月28日)

 当連結会計年度
(自　2022年３月１日
　至　2023年２月28日)

営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純損失（△） △6,921 △5,228
減価償却費 414 384
減損損失 270 369
賞与引当金の増減額（△は減少） △10 19
退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △66 △116
受取利息及び受取配当金 △1 △0
支払利息 180 216
持分法による投資損益（△は益） △0 3
投資有価証券売却損益（△は益） 3 －
固定資産売却損益（△は益） △61 △194
売上債権の増減額（△は増加） 1,501 △521
棚卸資産の増減額（△は増加） 1,214 2,336
仕入債務の増減額（△は減少） △4,138 3,511
その他 2,394 △882
小計 △5,220 △102
利息及び配当金の受取額 1 0
利息の支払額 △179 △212
法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △145 △240
営業活動によるキャッシュ・フロー △5,543 △555

投資活動によるキャッシュ・フロー
有形及び無形固定資産の取得による支出 △365 △64
有形及び無形固定資産の売却による収入 － 324
有形固定資産の売却による収入 354 －
投資有価証券の売却による収入 42 －
敷金及び保証金の差入による支出 △43 △6
敷金及び保証金の回収による収入 1,050 637
その他 △328 △219
投資活動によるキャッシュ・フロー 710 672

財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入金の純増減額（△は減少） 4,000 550
長期借入れによる収入 1,500 850
長期借入金の返済による支出 △1,120 △1,174
リース債務の返済による支出 △43 △67
株式の発行による収入 5,000 －
配当金の支払額 △0 △0
その他 － 0
財務活動によるキャッシュ・フロー 9,336 157

現金及び現金同等物に係る換算差額 △34 －
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 4,468 274
現金及び現金同等物の期首残高 1,372 5,841
現金及び現金同等物の期末残高 ※ 5,841 ※ 6,115

（４）連結キャッシュ・フロー計算書
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１　連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　　1社

連結子会社の名称　株式会社プレステージシューズ

２　持分法の適用に関する事項

持分法適用の関連会社数　　1社

持分法適用関連会社の名称　イオンスポーツ商品調達株式会社

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

　すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

４　会計方針に関する事項

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

①その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

出）

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

②商品

店舗在庫：主として「企業会計原則と関係諸法令との調整に関する連続意見書」第四に定

める売価還元平均原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法）

倉庫在庫：主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法）

③貯蔵品

　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法）

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産

経済的耐用年数に基づく定額法

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　 ２～39年

工具、器具及び備品   ２～20年

②無形固定資産

定額法

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づ

いております。

③長期前払費用

期間均等償却
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（３）重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

②賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当連結会計

年度の負担額を計上しております。

③役員業績報酬引当金

　役員に対して支給する業績報酬の支出に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度

に負担すべき金額を計上しております。

（４）退職給付に係る会計処理の方法

①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属さ

せる方法については、給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理しております。

③小規模企業等における簡便法の採用

　連結子会社については簡便法を用いております。

（５）重要な収益及び費用の計上基準

　当社グループは、下記の５ステップアプローチに基づいて、収益を認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する

ステップ２：契約における履行義務を識別する

ステップ３：取引価格を算定する

ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する

ステップ５：企業が履行義務の充足時に（又は充足するにつれて）収益を認識する

　当社グループは靴及びインポート雑貨等の販売を主な事業とし、商品の引渡時点におい

て顧客が当該商品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断していることか

ら、商品の引渡時点で収益を認識しております。

　また、収益は顧客との契約において約束された対価から返品及び値引き等を控除した金

額で測定しております。

　取引の対価は履行義務を充足してから商品の引渡時点又は短期間に受領しており、重要

な金融要素は含まれておりません。

　顧客への商品の提供における当社の役割が代理人に該当する取引については、顧客から

受け取る額から商品の仕入先に支払う額を控除した純額で収益を認識しております。

　当社グループが運営するポイント制度及び商品券制度に関して、商品の販売に伴い顧客

に付与したポイント相当額と、発行した（又は発行すると見込まれる）商品券相当額を履

行義務として識別し、ポイント及び商品券の使用時及び失効時に収益を認識しておりま

す。

　他社が運営するポイント制度に基づき、顧客への商品販売に伴い発生する付与ポイント

相当額について、取引価格から控除し収益を認識しております。

（６）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。
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（７）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資から

なっております。

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会

計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が

顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識

することといたしました。

収益認識会計基準等の適用による主な変更点は、以下のとおりであります。

(1) 代理人取引に係る収益認識

従来は、顧客から受け取る対価の総額を収益として認識しておりましたが、顧客への商

品の提供における当社の役割が代理人に該当する取引については、顧客から受け取る額か

ら商品の仕入先に支払う額を控除した純額で収益を認識する方法に変更しております。

(2) 返品権付きの販売

返品権付きの販売については変動対価に関する定めに従い、返品されると見込まれる商

品の収益及び売上原価相当額を除いた収益及び売上原価を認識する方法に変更しており、

返品されると見込まれる商品の対価を返金負債として「流動負債」の「その他」に、返金

負債の決済時に顧客から商品を回収する権利として認識した資産を返品資産として「流動

資産」の「未収入金」に含めて表示しております。

(3) 自社ポイントに係る収益認識

当社グループが運営する販売促進のためのポイント制度において、従来は、将来にポイ

ントとの交換に要すると見込まれる負担額を引当金として計上する方法によっておりまし

たが、付与したポイントを履行義務として識別し、収益の計上を繰り延べる方法に変更し

ております。

この結果、従来、「流動負債」に表示していた「ポイント引当金」については、当連結

会計年度より「流動負債」の「契約負債」として計上しております。

(4) 自社商品券に係る収益認識

当社グループが運営する商品券制度について、従来は、将来に商品券との交換に要する

と見込まれる負担額及び将来に商品券を発行すると見込まれる負担額を引当金として計上

する方法によっておりましたが、発行した商品券及び発行すると見込まれる商品券を履行

義務として識別し、収益の計上を繰り延べる方法に変更しております。

この結果、従来、「流動負債」に表示していた「ポイント引当金」については、当連結

会計年度より「流動負債」の「契約負債」として計上しております。

(5) 他社ポイントに係る収益認識

他社が運営するポイント制度に基づき、顧客への商品販売に伴い発生する付与ポイント

相当額について、従来は、販売費及び一般管理費として計上しておりましたが、顧客に対

する商品販売の履行義務に係る取引価格の算定において、第三者のために回収する金額と

して、取引価格から控除し収益を認識する方法に変更しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的

な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の

累積的影響額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計

方針を適用しております。ただし、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当連結会

計年度の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約

に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。また、収益認識会計基準第86項また書き(1)に

定める方法を適用し、当連結会計年度の期首より前までに行われた契約変更について、すべて

の契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を当連結会

計年度の期首の利益剰余金に加減しております。
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　この結果、当連結会計年度の連結損益計算書は、売上高は285百万円減少し、売上原価は118

百万円減少し、販売費及び一般管理費は174百万円減少し、営業利益、経常利益及び税金等調整

前当期純利益はそれぞれ７百万円増加しております。当連結会計年度の期首の純資産に累積的

影響額が反映されたことにより、連結株主資本等変動計算書の利益剰余金の期首残高は11百万

円増加しております。１株当たり情報に与える影響は軽微であります。

　なお、収益認識会計基準第89－２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度につ

いて新たな表示方法により組替えを行っておりません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定

会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び

「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める

経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適

用することといたしました。なお、連結財務諸表に与える影響はありません。

前連結会計年度
（自　2021年３月１日

至　2022年２月28日）

当連結会計年度
（自　2022年３月１日

至　2023年２月28日）

△57百万円 93百万円

前連結会計年度
（自　2021年３月１日

至　2022年２月28日）

当連結会計年度
（自　2022年３月１日

至　2023年２月28日）

建物及び構築物 △3百万円 43百万円

工具、器具及び備品 △0 △0

土地 65 151

計 61 194

用途 種類 場所 店舗数

店舗
建物及び構築物、工具、器具及び備品、

長期前払費用
埼玉県上尾市他 140

（連結損益計算書関係）

※１．期末棚卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次の棚卸資産評価損（△は

戻入益）が売上原価に含まれております。

※２．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

（注）同一の売買契約により発生した固定資産売却益と固定資産売却損は相殺し、連結損益計算書上では固定

資産売却益として表示しております。

※３．減損損失

　前連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上

しました。

　資産のグルーピングは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、店舗を基本

単位としてグルーピングしております。営業活動から生ずる損益が継続してマイナスで

あり、固定資産帳簿価額を回収できないと判断した資産グループについて、その帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減少額270百万円を減損損失として特別損失に計上い

たしました。減損損失の内訳は、建物及び構築物231百万円、工具、器具及び備品10百万

円、長期前払費用29百万円であります。

　なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額又は使用価値により算定してお

ります。正味売却価額は、売却時の販売価格を時価としております。使用価値は、将来

キャッシュ・フローに基づき算定しておりますが、将来キャッシュ・フローが見込めな

いため、零としております。
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用途 種類 場所 店舗数

店舗
建物及び構築物、工具、器具及び備品、

長期前払費用
石川県白山市他 104

前連結会計年度
（自  2021年３月１日

　　至  2022年２月28日）

当連結会計年度
（自  2022年３月１日

　　至  2023年２月28日）

給与手当 19百万円 －百万円

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上

しました。

　資産のグルーピングは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、店舗を基本

単位としてグルーピングしております。営業活動から生ずる損益が継続してマイナスで

あり、固定資産帳簿価額を回収できないと判断した資産グループについて、その帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減少額369百万円を減損損失として特別損失に計上い

たしました。減損損失の内訳は、建物及び構築物311百万円、工具、器具及び備品７百万

円、長期前払費用50百万円であります。

　なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額又は使用価値により算定してお

ります。正味売却価額は、売却時の販売価格を時価としております。使用価値は、将来

キャッシュ・フローに基づき算定しておりますが、将来キャッシュ・フローが見込めな

いため、零としております。

※４．災害による損失

前連結会計年度（自　2021年３月１日　至　2022年２月28日）

該当事項はありません。

当連結会計年度（自　2022年３月１日　至　2023年２月28日）

2022年３月に宮城・福島県で発生した地震により、修繕費９百万円及び商品廃棄損36

百万円を計上しております。

※５．臨時休業等関連損失

　新型コロナウイルス感染症の拡大防止の取り組みとして、政府及び各自治体からの営業

自粛要請や緊急事態宣言を受け、当社において店舗の臨時休業や営業時間の短縮を実施し

たことにより発生した損失額であり、その主な内容は以下のとおりであります。
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前連結会計年度
（自　2021年３月１日

至　2022年２月28日）

当連結会計年度
（自　2022年３月１日

至　2023年２月28日）

その他有価証券評価差額金：

当期発生額 △2百万円 －百万円

組替調整額 3 －

税効果調整前 0 －

税効果額 － －

その他有価証券評価差額金 0 －

為替換算調整勘定：

当期発生額 6 －

組替調整額 － －

税効果調整前 △41 －

税効果額 － －

為替換算調整勘定 △34 －

退職給付に係る調整額：

当期発生額 17 45

組替調整額 46 32

税効果調整前 63 78

税効果額 － －

退職給付に係る調整額 63 78

その他の包括利益合計 29 78

（連結包括利益計算書関係）

※  その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額
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当連結会計年度期首
株式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末株
式数（株）

発行済株式

普通株式 42,557,500 － － 42,557,500

Ａ種種類株式（注） － 50 － 50

合計 42,557,500 50 － 42,557,550

自己株式

普通株式 12,286 － － 12,286

合計 12,286 － － 12,286

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当連結会計
年度末残高
（百万円）

当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

（親会社）

ストック・オプション

としての新株予約権
－ － － － － 14

合計 － － － － － 14

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　2021年３月１日　至　2022年２月28日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）Ａ種類株式の発行済株式総数の増加50株は、第三者割当による増加であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

該当事項はありません。

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな

るもの

該当事項はありません。
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当連結会計年度期首
株式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末株
式数（株）

発行済株式

普通株式（注） 42,557,500 15,200 － 42,572,700

Ａ種種類株式 50 － － 50

合計 42,557,550 15,200 － 42,572,750

自己株式

普通株式 12,286 － － 12,286

合計 12,286 － － 12,286

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当連結会計
年度末残高
（百万円）

当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

（親会社）

ストック・オプション

としての新株予約権
－ － － － － 5

合計 － － － － － 5

当連結会計年度（自　2022年３月１日　至　2023年２月28日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）普通株式の発行済株式総数の増加15,200株は、新株予約権の行使による増加であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

該当事項はありません。

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな

るもの

該当事項はありません。

前連結会計年度
（自　2021年３月１日

至　2022年２月28日）

当連結会計年度
（自　2022年３月１日

至　2023年２月28日）

現金及び預金勘定 5,841百万円 6,115百万円

現金及び現金同等物 5,841 6,115

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（セグメント情報）

　当社グループは、靴及びインポート雑貨等の販売事業の単一セグメントであるため、記載を

省略しております。
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前連結会計年度
（自　2021年３月１日

至　2022年２月28日）

当連結会計年度
（自　2022年３月１日

至　2023年２月28日）

１株当たり純資産額 △64.25円 △191.67円

１株当たり当期純損失（△） △167.87円 △129.81円

前連結会計年度
（2022年２月28日）

当連結会計年度
（2023年２月28日）

純資産の部の合計額（百万円） 2,281 △3,152

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 5,014 5,005

（うちＡ種種類株式の払込金額（百万円）） （5,000） （5,000）

（うち新株予約権（百万円）） （14） （5）

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） △2,733 △8,157

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式の

数（株）
42,545,264 42,560,464

（うちＡ種種類株式（株）） （50） （50）

（１株当たり情報）

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期純損失であ

るため記載しておりません。

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）Ａ種種類株式は、残余財産分配について普通株式より優先される株式であるため、１株当たり純資産額の算定に

あたって、Ａ種種類株式に優先して配分される残余財産額を純資産の部の合計額から控除しております。また、

Ａ種種類株式は、残余財産を優先して配分された後の残余財産の分配について普通株式と同順位であるため、１

株当たり純資産額の算定上、その普通株式相当数を期末の普通株式の数に含めて計算しております。
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前連結会計年度
（自　2021年３月１日

至　2022年２月28日）

当連結会計年度
（自　2022年３月１日

至　2023年２月28日）

１株当たり当期純損失

親会社株主に帰属する当期純損失（△）（百万円） △7,142 △5,523

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純損失（△）

（百万円）
△7,142 △5,523

普通株式の期中平均株式数（株） 42,545,217 42,547,290

（うち普通株式（株）） （42,545,214） （42,547,240）

（うち普通株式と同等の株式（株）） （3） （50）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

新株予約権２種類（新株予

約権の数234個（普通株式

23,400株））。

新株予約権２種類（新株予

約権の数82個（普通株式

8,200株））。

３．１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）Ａ種種類株式は、剰余金の配当について普通株式と同順位であるため、その普通株式相当数を普通株式と同等の

株式の株式数としております。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

- 24 -

㈱ジーフット （2686） 2023年２月期 決算短信



（単位：百万円）

前事業年度
(2022年２月28日)

当事業年度
(2023年２月28日)

資産の部
流動資産

現金及び預金 5,744 6,026
売掛金 196 241
売上預け金 1,186 1,642
商品 27,672 25,432
貯蔵品 39 32
前払費用 279 245
関係会社短期貸付金 － 150
未収入金 883 1,082
その他 5 7
流動資産合計 36,007 34,861

固定資産
有形固定資産

建物 593 250
構築物 0 0
機械及び装置 0 0
工具、器具及び備品 133 87
土地 524 441
建設仮勘定 － 5
有形固定資産合計 1,252 785

無形固定資産
借地権 4 －
商標権 0 0
ソフトウエア 594 467
その他 32 32
無形固定資産合計 631 500

投資その他の資産
関係会社株式 205 205
関係会社長期貸付金 400 －
長期前払費用 193 118
敷金及び保証金 4,388 3,458
その他 0 0
投資その他の資産合計 5,188 3,782

固定資産合計 7,071 5,068
資産合計 43,079 39,929

４．財務諸表及び主な注記

（１）貸借対照表
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（単位：百万円）

前事業年度
(2022年２月28日)

当事業年度
(2023年２月28日)

負債の部
流動負債

支払手形 153 286
電子記録債務 5,094 6,829
買掛金 7,943 9,524
短期借入金 19,300 14,850
関係会社短期借入金 － 5,000
１年内返済予定の長期借入金 1,047 740
リース債務 65 66
未払金 605 645
未払費用 2,602 1,341
未払法人税等 374 379
未払消費税等 279 384
契約負債 － 6
預り金 193 130
設備関係支払手形 13 15
ポイント引当金 4 －
賞与引当金 191 209
役員業績報酬引当金 3 3
資産除去債務 81 132
その他 0 －
流動負債合計 37,953 40,546

固定負債
長期借入金 1,477 1,459
長期預り保証金 12 12
リース債務 97 31
退職給付引当金 57 13
資産除去債務 1,121 985
その他 61 22
固定負債合計 2,827 2,523

負債合計 40,780 43,070
純資産の部

株主資本
資本金 3,756 3,761
資本剰余金

資本準備金 3,587 3,592
その他資本剰余金 5,000 5,000
資本剰余金合計 8,587 8,592

利益剰余金
利益準備金 191 191
その他利益剰余金

別途積立金 5,019 5,019
繰越利益剰余金 △15,266 △20,706

利益剰余金合計 △10,056 △15,495
自己株式 △4 △4
株主資本合計 2,284 △3,145

新株予約権 14 5
純資産合計 2,298 △3,140

負債純資産合計 43,079 39,929
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（単位：百万円）

 前事業年度
(自　2021年３月１日
　至　2022年２月28日)

 当事業年度
(自　2022年３月１日
　至　2023年２月28日)

売上高 65,292 64,679
売上原価

商品期首棚卸高 28,784 27,672
当期商品仕入高 37,263 36,112
合計 66,048 63,784
他勘定振替高 － 36
商品期末棚卸高 27,672 25,432
売上原価合計 38,376 38,315

売上総利益 26,916 26,364
販売費及び一般管理費

広告宣伝費 897 768
販売手数料 383 283
販売促進費 1,406 1,133
役員報酬 85 76
給料及び手当 11,495 10,702
福利厚生費 2,622 2,392
退職給付費用 194 137
役員業績報酬引当金繰入額 3 3
賞与引当金繰入額 191 209
水道光熱費 444 490
消耗品費 405 420
賃借料 13,758 12,926
減価償却費 407 377
支払手数料 172 128
その他 1,056 1,103
販売費及び一般管理費合計 33,524 31,154

営業損失（△） △6,607 △4,790

（２）損益計算書
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（単位：百万円）

 前事業年度
(自　2021年３月１日
　至　2022年２月28日)

 当事業年度
(自　2022年３月１日
　至　2023年２月28日)

営業外収益
受取利息 1 3
受取配当金 1 －
為替差益 － 2
受取保険金 1 0
受取補償金 19 14
受取損害賠償金 4 －
その他 5 4
営業外収益合計 33 25

営業外費用
支払利息 180 216
その他 6 4
営業外費用合計 187 221

経常損失（△） △6,761 △4,985
特別利益

固定資産売却益 61 194
投資有価証券売却益 0 －
子会社清算益 5 －
補助金収入 138 6
雇用調整助成金 20 24
特別利益合計 225 226

特別損失
投資有価証券売却損 3 －
減損損失 270 369
災害による損失 － 46
店舗閉鎖損失 89 35
臨時休業等関連損失 18 －
特別損失合計 381 450

税引前当期純損失（△） △6,916 △5,210
法人税、住民税及び事業税 233 229
法人税等合計 233 229
当期純損失（△） △7,150 △5,439
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（単位：百万円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
資本準備金

その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

別途積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 3,756 3,587 － 3,587 191 5,019 △8,116 △2,905 △4

当期変動額

新株の発行 2,500 2,500 2,500

当期純損失（△） △7,150 △7,150

資本金からその他資本
剰余金への振替

△2,500 2,500 2,500

資本準備金からその他
資本剰余金への振替

△2,500 2,500 －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － 5,000 5,000 － － △7,150 △7,150 －

当期末残高 3,756 3,587 5,000 8,587 191 5,019 △15,266 △10,056 △4

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
株主資本
合計

その他有価
証券評価差

額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 4,434 △0 △0 14 4,448

当期変動額

新株の発行 5,000 5,000

当期純損失（△） △7,150 △7,150

資本金からその他資本
剰余金への振替

－ －

資本準備金からその他
資本剰余金への振替

－ －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

0 0 － 0

当期変動額合計 △2,150 0 0 － △2,149

当期末残高 2,284 － － 14 2,298

（３）株主資本等変動計算書
前事業年度（自　2021年３月１日　至　2022年２月28日）
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（単位：百万円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
資本準備金

その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

別途積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 3,756 3,587 5,000 8,587 191 5,019 △15,266 △10,056 △4

会計方針の変更による
累積的影響額

0 0

会計方針の変更を反映し
た当期首残高

3,756 3,587 5,000 8,587 191 5,019 △15,266 △10,055 △4

当期変動額

新株の発行（新株予約
権の行使）

4 4 4

当期純損失（△） △5,439 △5,439

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 4 4 － 4 － － △5,439 △5,439 －

当期末残高 3,761 3,592 5,000 8,592 191 5,019 △20,706 △15,495 △4

株主資本

新株予約権 純資産合計
株主資本
合計

当期首残高 2,284 14 2,298

会計方針の変更による
累積的影響額

0 0

会計方針の変更を反映し
た当期首残高

2,284 14 2,299

当期変動額

新株の発行（新株予約
権の行使）

9 9

当期純損失（△） △5,439 △5,439

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△9 △9

当期変動額合計 △5,430 △9 △5,439

当期末残高 △3,145 5 △3,140

当事業年度（自　2022年３月１日　至　2023年２月28日）
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（４）個別財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。
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